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２．「新しい公共」の活動を推進する上での課題 

 
３．「新しい公共」の活動を推進するための取り組み方針 
（１）新しい公共支援事業（２年間）の取り組み方針 

   
 
（２）将来の展望（事業実施による波及効果） 

・ＮＰＯ法人の財政規模を見ると、収入規模５００万円以下のＮＰＯ法人が半数を占める
など、資金の確保に苦労している団体が多く、活動基盤が脆弱である。 
・社会の多様なニーズに応える主体として、ＮＰＯ等に対する期待は高まっているが、県
民や企業等のＮＰＯ等の活動に対する理解は十分に進んでいない。 
・ＮＰＯ等が地域づくりの担い手として、また社会サービスや雇用の場の提供者としての
役割を果たしていくために、ＮＰＯ等が多様な財源を確保するとともに、県民の参画を
促進することが必要となる。 
・ＮＰＯ等に関する情報の受発信の充実や広域的な支援機能の向上をはかる必要がある。 
・ＮＰＯ等と行政、ＮＰＯ等と企業等の連携・協働による、社会課題解決に向けた取組を
より一層推進していく基盤を整備する必要がある。 
・行政職員のＮＰＯ等との連携・協働の必要性に対する意識は高まっているが、実際に連
携・協働を経験したことがある職員は少なく、理解も十分に進んでいない。 
・ＮＰＯ法改正および新寄付税制などの制度改正の機会をとらえ、新しい公共を支える人材、
資金、情報等の資源のあり方やＮＰＯ等、行政、企業など各主体に求められる役割等に
ついて、検討する必要がある。 

三重県では、ＮＰＯ等が社会の多様なニーズに応える「新しい公共」担い手として、自立し
た活動ができる環境整備等を進める取組を重点的に実施する。 

・ＮＰＯ等が活発に活動できる基盤を強化するため、ＮＰＯ等の多様な活動や交流、情報の

受発信の充実をはかる。 
・県民や企業等がＮＰＯ等への認知を深めて、新しい公共を支える資源循環が活発化するこ

とにより、ＮＰＯ等の自立した活動を推進する。 

・ＮＰＯ等と企業等が、互いの活動を理解・情報交換する場づくり、ＣＳＲ等について学習
する機会を設けるなど、ＮＰＯと企業等との連携・協働を推進する。 

・ＮＰＯ等が行政に対して、互いの強みを活かした、社会課題の解決に必要な取組を提案す

る機会を設け、ＮＰＯ等の発案による連携・協働事業の実施をするなど、ＮＰＯ等と行政
の連携・協働を推進し、行政職員のＮＰＯ等に対する意識改革につなげるとともに、「新し

い公共」に対する理解を高める。 

・「新しい公共」を長期的な視点により、かつ戦略的に進めていくための取組の方向性につい
て、県民参画により検討し、長期ビジョンを策定する。 

１）新しい公共の場づくり、市民の参加 
 ＮＰＯ等と企業の連携・協働が活発となり、企業等がＮＰＯ等の支援者・協力者ではなく、一
緒に社会課題を解決するパートナーとして活動する場面が増加する。 
 行政とＮＰＯ等との協働がさらに活発となり、ＮＰＯ等が「公」の担い手として活動する場面
が広がっている。 
２）寄附文化の発展 
 ＮＰＯ等の活動が県民・企業等に身近なものとなり、また、ＮＰＯ等に対する寄附の仕組みが
充実することにより、「民が民を支える社会」が定着する。 
３）担い手の自立的活動の発展 
ＮＰＯ等が、活動内容に応じた多様な財源（会費、寄附、事業収益、補助、助成、委託等）に
より、行政による財政支援に過度に依存することなく、自立・持続した組織運営が展開できる
ようになる。 
４）ＮＰＯ等の情報開示 
ＮＰＯ等が団体の基本情報だけではなく、財政情報や組織・事業等に関する多面的な情報の公




